
（ローランド）

（１０） 個　別　財　務　諸　表　等

　Ⅰ　 中　間　貸　借　対　照　表
（単位：百万円）

２０００年９月中間期 １９９９年９月中間期 ２０００年３月期

科 目 (２０００.９.３０) (１９９９.９.３０) （２０００.３.３１）

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

( 資 産 の 部 ） ％ ％ ％

 Ⅰ　流　動　資　産
現 金 及 び 預 金 ９,６１０ ９,０５２ ９,８４６
受 取 手 形 １,００８ ８７６ ６９２
売 掛 金 ２,９０１ ３,４０４ ３,７１１

た な 卸 資 産 ３,３７３ ３,８９２ ３,３６４

そ の 他 １,８３４ ２,１３３ ２,５７９
貸 倒 引 当 金 △　　　２３ △　　　３３ △　　　３２

流 動 資 産 合 計 １８,７０４ 39.5 １９,３２７ 41.1 ２０,１６２ 41.9

 Ⅱ　固　定　資　産
 　１．有 形 固 定 資 産

建 物 ４,７１８ ５,０４２ ４,８５９
機 械 及 び 装 置 ２６８ ３１３ ２９０
工 具 器 具 備 品 ７７８ ７８０ ８１４
土 地 ６,３４２ ６,１４８ ６,２７３
建 設 仮 勘 定 ２６５ ５０ －
そ の 他 ２０２ ２３９ ２１８

有 形 固 定 資 産 合 計 １２,５７５ 26.6 １２,５７５ 26.7 １２,４５６ 25.9

 　２．無 形 固 定 資 産 ３７２ 0.8 ２８４ 0.6 ２９４ 0.6

 　３．投資その他の資産
投 資 有 価 証 券 １２,２１８ １１,７３２ １１,６６５
長 期 貸 付 金 ８８８ ６７０ ７８６
そ の 他 ２,６５６ ２,５４１ ２,７９６
投 資 評 価 引 当 金 △　　　７９ △　　　７９ △　　　７９
貸 倒 引 当 金 △　　　　６ △　　　　５ △　　　　４

投資その他の資産合計 １５,６７８ 33.1 １４,８６０ 31.6 １５,１６４ 31.6

固 定 資 産 合 計 ２８,６２６ 60.5 ２７,７２０ 58.9 ２７,９１５ 58.1

資 産 合 計 ４７,３３１ 100.0 ４７,０４７ 100.0 ４８,０７８ 100.0
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（単位：百万円）

２０００年９月中間期 １９９９年９月中間期 ２０００年３月期

科 目 (２０００.９.３０) (１９９９.９.３０) （２０００.３.３１）

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

( 負 債 の 部 ) ％ ％ ％

 Ⅰ　流　動　負　債

買 掛 金 １,７９７ ２,３５２ ２,２９２

一年以内償還予定転換社債 ７９５ － ７９５

未 払 法 人 税 等 － ６０５ ３９４

賞 与 引 当 金 ７００ ７４２ ６５９

そ の 他 ８３０ ８２６ ８７７

流 動 負 債 合 計 ４,１２２ 8.7 ４,５２７ 9.6 ５,０１７ 10.5

 Ⅱ　固　定　負　債

転 換 社 債 － ８０８ －

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 ４２８ ３８７ ４０７

そ の 他 １９ ８２ ３７

固 定 負 債 合 計 ４４７ 1.0 １,２７８ 2.7 ４４５ 0.9

負 債 合 計 ４,５７０ 9.7 ５,８０６ 12.3 ５,４６３ 11.4

( 資 本 の 部 )

 Ⅰ　資 本 金 ９,２７４ 19.6 ９,２６７ 19.7 ９,２７４ 19.3

 Ⅱ　資 本 準 備 金 １０,８００ 22.8 １０,７９３ 22.9 １０,８００ 22.4

 Ⅲ　利 益 準 備 金 ７６５ 1.6 ６８３ 1.5 ７１５ 1.5

 Ⅳ　そ の 他 の 剰 余 金

 　１．任 意 積 立 金 ２０,８３３ １８,６２６ １８,５９２

 　２．中間（当期）未処分利益 ９２３ １,８６９ ３,２３２

そ の 他 の 剰 余 金 合 計 ２１,７５７ 46.0 ２０,４９６ 43.6 ２１,８２４ 45.4

Ⅴ　その他有価証券評価差額金 １６３ 0.3 － －

資 本 合 計 ４２,７６０ 90.3 ４１,２４１ 87.7 ４２,６１５ 88.6

負 債 及 び 資 本 合 計 ４７,３３１ 100.0 ４７,０４７ 100.0 ４８,０７８ 100.0

－26－
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　Ⅱ　 中　間　損　益　計　算　書

（単位：百万円）

２０００年９月中間期 １９９９年９月中間期 ２０００年３月期

科 目 (2000.4.1～2000.9.30) (1999.4.1～1999.9.30) (1999.4.1～2000.3.31)

金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

％         ％ ％

 Ⅰ　売　　　　　上　　　　　高 １５,１６９ 100.0 １７,６７０ 100.0 ３４,１９１ 100.0

 Ⅱ　売　　　上　　　原　　　価 １１,０８５ 73.1 １２,５２８ 70.9 ２４,４３０ 71.5

売 上 総 利 益 ４,０８４ 26.9 ５,１４２ 29.1 ９,７６１ 28.5

 Ⅲ　販売費及び一般管理費 ４,１９３ 27.6 ４,２２３ 23.9 ８,４２１ 24.6

営 業 利 益 △１０９ △0.7 ９１８ 5.2 １,３３９ 3.9

 Ⅳ　営　　業　　外　　収　　益

受 取 利 息 ６９ ７９ １５０

受 取 配 当 金 ４２１ ９８４ １,９６７

そ の 他 ３２ １３３ ９３

 Ⅴ　営　　業　　外　　費　　用

支 払 利 息 ４ ４ ９

有 価 証 券 評 価 損 ２９ ２ ６５

為 替 差 損 １６ １９４ ２７３

そ の 他 １８ ２ １２

経 常 利 益 ３４４ 2.3 １,９１０ 10.8 ３,１８８ 9.3

 Ⅵ　特　　　別　　　利　　　益 ８ ２６ ２８

 Ⅶ　特　　　別　　　損　　　失 ２８ ７０ １１０

税引前中間(当期)純利益 ３２５ 2.1 １,８６７ 10.5 ３,１０６ 9.1

法人税､住民税及び事業税 １３ 0.1 ５３４ 3.0 ７１６ 2.1

法 人 税 等 調 整 額 △５２ △0.4 － - ８９ 0.3

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 ３６４ 2.4 １,３３３ 7.5 ２,３０１ 6.7

前 期 繰 越 利 益 ５５８ ５３６ ５３６

過 年 度 税 効 果 調 整 額 － － ７１１

税 効 果 会 計 適 用 に 伴 う
固定資産圧縮積立金取崩高 － － ３４

中 間 配 当 額 － － ３１９

中間配当に伴う利益準備金積立額 － － ３１

中間 ( 当期 ) 未処分利益 ９２３ １,８６９ ３,２３２
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［中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項］

1. 資産の評価基準および評価方法

(1) たな卸資産
商品，製品，原材料および仕掛品 …………… 総平均法による低価法

貯蔵品 …………………………………………… 最終仕入原価法

(2) 有価証券
子会社株式および関連会社株式 ……………… 移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの ……………………………… 中間決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

時価のないもの ……………………………… 移動平均法による原価法

デリバティブ …………………………………… 時価法

2. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産 ……………………………………… 法人税法に規定する方法と同一の基準により定率法を採用してい
ます。ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物付属設
備を除く）については定額法を採用しています。

(2) 無形固定資産 ……………………………………… 法人税法に規定する方法と同一の基準により定額法を採用してい
ます。ただし、市場販売目的のソフトウェアについては販売可能
有効期間における見込販売数量に基づく方法、自社利用のソフト
ウェアについては社内における利用可能期間（5 年）に基づく定
額法を採用しています。

(3) 長期前払費用 ……………………………………… 法人税法に規定する方法と同一の基準により定額法を採用してい
ます。

3. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金 ………………………………………… 一般債権については、貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債権
等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し回収不能見
込額を計上しています。

(2) 投資評価引当金 …………………………………… 子会社株式の価値の減少による損失に備えるため、投資先の財政
状態を勘案し、必要額を見積計上しています。

(3) 賞与引当金 ………………………………………… 従業員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づき計上し
ています。

(4) 退職給付引当金 …………………………………… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付
債務および年金資産の見込額に基づき、当中間期末において発生
していると認められる額を計上しています。
なお、当中間期末においては、年金資産見込額が退職給付債務見
込額を超過しているため、超過額を前払年金費用に計上し、投資
その他の資産の「その他」に含めて表示しています。
また、会計基準変更時差異（324百万円）については、5年による
按分額を費用処理しています。

(5) 役員退職慰労引当金 ……………………………… 役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく中間期末
要支給額を計上しています。

4. リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

5. その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税の会計処理は税抜方式で処理しています。
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［会計処理方法の変更］

従来、ロイヤリティーについては営業外収益に計上していましたが、当該収益が会社の主たる営業活動に含まれる業務
の成果であり、また、その金額的重要性が高まる傾向にあることから、損益区分をより明確にするため、当中間会計期間
より売上高に含めて計上することにしました。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、売上高および営業
利益はそれぞれ335百万円増加していますが、経常利益に及ぼす影響はありません。なお、比較の便宜を図るため、前中
間期および前期も同様に組替えています。

［追加情報］

(1) 退職給付会計

当中間期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会
1998年6月16日））を適用しています。この結果、従来の方法によった場合と比較して、退職給付費用が48百
万円減少し、経常利益および税引前中間純利益はそれぞれ48百万円増加しています。
また、前払年金費用48百万円については、投資その他の資産の「その他」に含めて表示しています。

(2) 金融商品会計

当中間期から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会
1999 年 1 月 22 日））を適用しています。この結果、従来の方法によった場合と比較して、経常利益および税引
前中間純利益はそれぞれ18百万円増加しています。
　また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、保有する有価証券はすべて投資有価証券として表示
しています。

(3) 外貨建取引等会計基準

当中間期から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」（企
業会計審議会　1999年10月22日））を適用しています。この結果、従来の方法によった場合と比較して、経常
利益および税引前中間純利益はそれぞれ28百万円減少しています。
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［注記事項］

（中間貸借対照表関係）

(２０００年９月中間期) (１９９９年９月中間期) (２０００年３月期)

有形固定資産の減価償却累計額 ９,５７４百万円 ９,３５７百万円 ９,６１７百万円

保 証 債 務 ７６９百万円 １３４６百万円 ９５８百万円

輸 出 手 形 割 引 高 ７３１百万円 ７１４百万円 ６６１百万円

（中間損益計算書関係）

減 価 償 却 実 施 額
(２０００年９月中間期) (１９９９年９月中間期) (２０００年３月期)

　有 形 固 定 資 産 ４２７百万円 ４５０百万円 ９６７百万円

　無 形 固 定 資 産 ５６百万円 ４３百万円 ９０百万円

（リース取引関係）

項　　　　　目 (２０００年９月中間期) (１９９９年９月中間期) ( ２ ０ ００年３月期 )

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期

末 ( 期 末 ) 残 高 相 当 額

取得価額

相当額

減価償却
累計額
相当額

中間期
末残高
相当額

取得価額

相当額

減価償却
累計額
相当額

中間期
末残高
相当額

取得価額

相当額

減価償却
累計額
相当額

期末残高

相 当 額

機械及
び装置

百万円

２４３

百万円

１５３

百万円

９０

機械及
び装置

百万円

２４３

百万円

１１２

百万円

１３１

機械及
び装置

百万円

２４３

百万円

１３２

百万円

１１１

工具器
具備品 １０７ ９１ １６

工具器
具備品 １１５ ７４ ４０

工具器
具備品 １０７ ８０ ２７

その他 ６ ３ ３ その他 ６ ２ ４ その他 ６ ２ ３

合 計 ３５７ ２４７ １１０ 合 計 ３６５ １８９ １７６ 合 計 ３５８ ２１６ １４２

未 経 過 リ ー ス 料

中間期末(期末)残高相当額

１年内 　　５７百万円

１年超 　　５９百万円

合　計 　１１６百万円

１年内 　　６５百万円

１年超 　１１８百万円

合　計 　１８４百万円

１年内 　　６１百万円

１年超 　　８７百万円

合　計 　１４９百万円

支 払 リ ー ス 料 ３５百万円 ３６百万円 ７１百万円

減 価 償 却 費 相 当 額 ３１百万円 ３２百万円 ６４百万円

支 払 利 息 相 当 額 ２百万円 ３百万円 ６百万円

減価償却費相当額の算定方法 リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額

法によっております。

同　　左 同　　左

利 息 相 当 額 の 算 定 方 法 リース料総額とリース物件

の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法

によっております。

同　　左 同　　左
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（有価証券関係）

子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの
（単位：百万円）

２０００年９月中間期（２０００．９．３０）
中間貸借対照表計上額 時 価 差 額

子 会 社 株 式
関 連 会 社 株 式

１８９
－

１,９２９
－

１,７４０
－

（参考）有価証券の時価等
（単位：百万円）

１９９９年９月中間期（１９９９．９．３０）
中間貸借対照表計上額 時 価 評 価 損 益

流動資産に属するもの
株 式
債 券
そ の 他

０
－
１００

０
－
９４

△　   ０
－

△　   ５

小 計 １００ ９４ △　   ５
固定資産に属するもの
株 式
債 券
そ の 他

９６６
８２
２８１

４,３４７
８５
３２０

３,３８０
３
３９

小 計 １,３３０ ４,７５４ ３,４２３

合 計 １,４３０ ４,８４８ ３,４１８

(注) 1. 時価の算定方法
(1) 国内上場有価証券　　　　　　　　･･･････　主に東京証券取引所の最終価格
(2) 海外上場有価証券　　　　　　　　･･･････　主たる証券取引所の最終価格
(3) 店頭売買有価証券　　　　　　　　･･･････　日本証券業協会が公表する売買価格等
(4) 非上場の証券投資信託の受益証券　･･･････　基準価格
(5) 非上場債券　　　　　　　　　　　･･･････　日本証券業協会が発表する公社債店頭基準気配銘柄

の利回り、残存償還期間等に基づいて算出した価格

2. 流動資産に属するものの株式には、自己株式を含んで表示しています。なお、評価損は軽微です。

3. 開示の対象から除いた有価証券の中間貸借対照表計上額
固定資産に属するもの
非上場外国債券 ２００百万円
店頭売買株式を除く非上場株式 １０,２０２百万円
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種 類


